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バンコクを含めた開発途上国の多くでは、各々の地域内で廃棄物を収集した後、 直接埋立処分する

ことが廃棄物処理の主流を占めている。ただし、未処理で有機物を多量に含む廃棄物は、汚水や悪臭

の発生等の埋立処分地における環境悪化をもたらすとともに、嫌気分解によってメタンガス等の温室

効果ガスが発生する。

本研究は、タイ王国 ・バンコク首都圏における現状の廃棄物処理システムならびにシナリオとして

想定した廃棄物処理システムに対して、環境影響評価および環境会計を適用し、当該廃棄物処理シス

テムに伴う処理コスト、環境負荷ならびに環境コス トを定量的に評価する。さらに、処理コストなら

びに環境コストを総合的に最適化し得るバンコク首都圏における廃棄物処理システムを議論している。
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1.はじめに

現在、開発途上閏の多くは社会資本整備の遅れ等

によって、大気汚染や水質悪化等、様々な環境問題

が深刻化しており、 国土政策としての課題が顕在し

ている。ここで、本研究は開発途上国の内、タイ王

国を対象と しており、バンコク首都圏における環境

問題の中でも自然環境と密な関係にある廃棄物処理

に着目している。なお、バンコク首都圏とは、バン

コク都にサム)トプラカン、パ トンタニ、サムー ト

サコン、ナコンパトムおよびノンタブリの周辺 5県

を加えた地域の総称である。

現状、開発途上国の多くにおいて、各々地域内で

収集された廃棄物は無処理のまま、直接埋立処分さ

れており、これが廃棄物処理の主流を占めている。

ただし、当該廃棄物処理において未処理で有機物を

多量に含む廃棄物が埋め立てられると、汚水や悪臭

の発生で埋立処分地の環境悪化をもたらすとともに、

嫌気分解によってメタンガス (CI-I4) 等の温室効果ガ

スが発生する。よって、開発途上国の多くにおいて

主流の廃棄物処理は、地球温暖化の一因や自然発火

の原因となり、さらに埋立処分地 (廃棄物処分場)

の環境悪化をもたらしている。

近年、日本をはじめとする先進諸国では、 地球温

暖化で代表される環境問題に対する関心の高まりに

伴い、廃棄物処理等に対する各々自治体の活動を環

境影響評価ならびに環境会計を用いて評価する方針
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へ転換している仏 2)。すなわち、各々自治体の諸活

動は財務的な費用便益に加え、社会環境に対する見

かけの費用便益をも計上されることで社会的な評価

が下されることになる。ここで、評価主体によって

環境負荷や評価手法が異なるため、その社会的信頼

性の程度を示すこと自体は困難で、あるものの、財務

的な費用便益ならびに社会経済的な費用便益も計上

することで、より良い社会経済活動を選択すること

ができると考えられる。

本研究は、タイ王国・バンコク首都圏における廃

棄物処理に着目している。具体的には、バンコク首

都圏における現状の廃棄物処理システムならびにシ

ナリオとして想定した廃棄物処理システムに対して、

環境影響評価および環境会計を適用し、当該廃棄物

処理システムに伴う処理コスト、環境負荷ならびに

環境コストを定量的に評価する。さらに、処理コス

トならびに環境コストを総合的に最適化(最小化)

し得るバンコク首都圏における廃棄物処理システム

を議論している。

2.バンコク首都圏における廃棄物処理システム

に対するLCA-EAモデルの設定・検討

(1) LCA-EAモデルの概要

廃棄物を処理する際には、環境負荷を可能な限り

抑制した処理システムを選択する必要がある。しか

しながら、廃棄物処理の運営コス ト(処理コスト)

は多くの場合、住民から徴収された税金が投入され

ている。すなわち、限りなく環境負荷の抑制された

廃棄物処理システムであっても、莫大な処理コス ト

が必要な場合、その実現は極めて困難である。一般

的に“環境負荷が小さい"且つ“処理コストが安

い"が廃棄物処理システムの理想ではあるものの、

両者は別の次元であるため、単純に比較することが

できない。よって、廃棄物処理システムを評価する

際には、環境負荷の削減に対して要した処理コスト

の妥当性を検討するため、環境負荷量を貨幣換算し、

処理コス トと閉じ次元(貨幣単位)において両者を

比較する必要があると考えられる。

本研究において設定・検討する LCA-EAモデルは、

環境影響ならびに処理コス トを考慮、し得る廃棄物処

理システムの評価モデルで、あり、環境負荷ならびに

処理コストを定量的に評価し、最終的には環境コス
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トならびに処理コストを総合的に最適化する廃棄物

処理システムを検討することができる。なお、当該

モデ、ノレで、は環境負荷量として、廃棄物処理過程にお

ける温室効果ガス排出量および廃棄物の最終処分量

に着目している。さらに、温室効果ガスは二酸化炭

素 (C02) 、メタンガス (CH4) および亜酸化窒素

(N20) を対象としている。

LCA-EAモデルの評価フロ}は以下に示す。

①対象地域における廃棄物処理フローを設定する。

②廃棄物処理フローを、収集運搬過程、中間処理過

程および最終処分過程に区分する。

③各過程において、年単位の収集運搬車両の稼働状

況、中間処理施設の稼働状況および埋立処分地の

廃棄物処分状況等を推計する。

④各過程において推計された稼働状況、施設規模お

よび廃棄物処分量等を基本に、年単位の処理コス

トを算出する。

⑤各過程において推計された稼働状況、施設規模お

よび廃棄物処分量等に対して CO2、CH4および N20

の排出係数もしくは排出原単位、および貨幣価値

原単位を乗じ、年単位の環境負荷量と環境コスト

を算出する。

⑥各過程において算出された環境コストおよび処理

コストを加算することで廃棄物処理フロー全体に

おける年単位の環境コストおよび処理コス トを検

討する。

(2)排出係数、排出原単位および貨幣価値原単位

a)排出係数ならびに排出原単位

LCA-EAモデ、ノレを用いて廃棄物処理システムから排

出される環境負荷物質を推定するためには、構成す

るエネルギー原料、材料、製品ならびに土木・建築

工事等に関する環境負荷物質(本研究では CO2、CH4

および N20)の排出係数もしくは排出原単位を用いる

必要がある。ここで、排出係数とは主としてエネル

ギー原料(単位量あたり)に対して用いられ、一方、

排出原単位とは材料、製品ならびに土木工事等、複

合的な対象(単位量あたり)に対して用いられる。

元来、材料、製品ならびに土木・建築工事等にお

ける環境負荷物質の排出原単位は、各々の製造およ

び資源採取まで遡って設定しなければならない。す

なわち、ある材料、製品および土木・建築工事等に



対するプロセスフローを作成し、順次上流側へ遡っ

て環境負荷物質の収支表を作成する必要があり、こ

のような排出原単位の設定方法は積上げ法として呼

ばれている九ただし、積上げ法による排出原単位

の設定は理想的であるものの、作業量が膨大になる。

そこで、 「温室効果ガスの排出・吸収に関する国家

目録作成のための四CCガイ ドライン (IPCC: 

Intergovernmental Panel on Climate Change、1996

年改定)J 4)ならびに「温室効果ガス総排出量算定方

法ガイドライン(環境省、 2007年)J 5)の中では、

最も上流側に位置するエネルギー原料に対して、そ

の使用用途に基づく排出係数のデフォルト値を定め

ている。さらに、当該ガイドライン 4).5)で示された

エネノレギー原料の排出係数のデ、フォノレト値を基に、

日本をはじめとする先進諸国では産業界(日本では

400'"""500部門)の生産活動に伴う取引金額をまとめ

た産業連関表を分析し、単位量あたりの材料、製品

ならびに土木・建築工事等における環境負荷物質の

排出原単位を求める方法が広く用いられている。こ

のような排出原単位の設定方法は産業連関分析法と

して呼ばれている九

本研究の対象であるタイ王国においても、四CCガ

イドラインに示されたエネルギー原料の排出係数に

関するデフォノレト値を基にした産業連関分析法によ

って、材料ならびに製品における COz排出量の推計が

試みられている九表ー1はタイ王国と日本における

エネノレギー原料の COz排出係数 4).へならびに製品や

土木・建築工事等に関する CO2排出原単位 6).7)の一例

を示している。これより、エネルギー原料の排出係

数に関しては、日本ならびにタイ王国とも IPCCガイ

ドラインを基準にしているため、両国間に大きな相

違が認められないと判断できる。 一方、材料や製品

における排出原単位の推計には、両国間における生

産構造ならびに販売構造等、経済構造の相違が産業

連関分析法に反映される結果、 COz排出原単位として

差が生じることになる。

本研究はタイ王国を対象としているため、エネノレ

ギー原料、材料、製品および土木・建築工事等に関

する COz、CH4およびNzO排出係数および排出原単位の

設定には、四CCガイドラインに示された排出係数の

デフォノレト値 4)およびタイ主国を対象とした産業連

関分析法によって推定された各々排出原単位 6)を引
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表-1日本とタイ王国におけるCO2排出係数
およびCO2排出原単位の一例

種類 日本 タイ

エネノレギー原料

電力 (kg-CO必王Wh) 0.473 0.688 

重油 (kg-C02/L) 2.585 3.080 

軽油 (kg-COJL) 2.713 2.700 

土木工事 (kg-COJ円) 5.647 1.906 

建築工事 (kg-COJ円) 4.400 0.957 

自動車製造 (kg-COJ円) 3.150 0.973 

用ならびに設定している(後出の表-4参照)。ただ

し、当該排出原単位を用いて推計される COz、CH4お

よびN20排出量の絶対値は、精度において未だ課題が

残るものの、排出量の絶対値に関する比較評価は可

能であると考えられる。

b)貨幣価値原単位

環境負荷物質、特に COzの排出量を貨幣換算するた

めには、 「公共事業評価の費用便益分析に関する技

術指針J (国土交通省、 2004年)8)において以下に

示す貨幣価値原単位計測の考え方が示されている。

①被害費用に基づく計測

②対策費用に基づく計測

③排出権取引価格に基づく計測

上記①~③において、①被害費用に基づく 計測は

政策動向の影響を受け難く、外部要因に対して比較

的安定であり、且つ国際的な公平性にも配慮、できる

計測である。また、①被害費用に基づく計測は、気

候変動の経済的影響を分析した世界的に著名な報告

においても引用されている九当該文献 9)は 103個の

計測事例を基に、 CO2排出の限界被害費用をとりまと

めており、現時点で最も信頼できる文献の lっと し

て考えられる。より具体的には、 COz排出の限界被害

費用 (COzが l単位増加した場合の海面上昇等による

被害を貨幣換算したもの)について、既往の計測事

例 (103個)を収集し、計測値の平均や分散を分析し

ており、全計測値の平均値は 3.03円/kg-COzであっ

た。

本研究では上記を踏まえ、 COzの貨幣価値原単位の

設定に対して①被害費用に基づく計測の方法を採用

し、文献"で報告された3.03円/kg-COzを設定する。

さらに、 CH4および NzOに関する貨幣価値原単位の設

定には、各々の温暖化係数が 21および 310であるこ

とを考慮し、 63.63円/kg-Cl九および 939.3円/kg-N20

としている。



一方、廃棄物等が不法に投棄された現場、土壌汚

染が確認された現場、および廃棄物が直接埋め立て

られた衛生埋立処分地において、当該土地を再び利

用するためには何らかの対策を講じる必要がある。

その対策コストについて、本研究では貨幣価値原単

位を設定することで表す。具体的にはバンコク首都

圏と日本の物価の相違 (1baht:::3円)を考慮、した上、

衛生埋立された最終処分量に対して、貨幣価値原単

位を 1，000円1m3として設定する。ここで、当該設定
は文献 10)に記載された土壌汚染対策に関する貨幣価

値原単位 3，000円1m3に基づいている。なお、準好気
性埋立および嫌気性埋立については、最終処分量に

関する適正な管理が施されていると仮定した上、最

終処分量に対する貨幣価値原単位を設定しない。

(3)バンコク首都圏の廃棄物処理(入力情報)

表-2および表ー3は、 LCA-EAモデ、ルの入力情報と

して用いたバンコク首都圏における廃棄物の発生量

および組成割合を示している 11)。

バンコク首都圏では地域内の廃棄物の大部分が毎

日収集され、図-1に示す各地域における 3つの中継

基地施設 (OnNut、Nongkhaemおよび Tharaeng)に収

集管理される。中継基地施設では中間処理が実施さ

れることなく、収集された廃棄物はコンテナに詰め

替えられ、中継基 地施設 毎に埋立処分地

(Phanomsarakamおよび Kamphaengsaen)へ運搬・処

分される 12)。ただし、埋立処分地は簡易な覆土が設

置されるのみであり、衛生埋立処分場として考えら

れる 13)。よって、バンコク首都圏において収集され

た廃棄物は、郊外の衛生埋立処分場において単に捨

てられる簡易な処理・処分であり、収集された廃棄

物が適切に管理されているとは言い難い。

(4)想定する廃棄物処理過程と処理システム

図-2はバンコク首都圏における廃棄物処理システ

ムに対して LCA-EAモデ、ノレを適用するため、想定する

各々の廃棄物処理過程を示している。なお、廃棄物

処理システム全体としての処理コスト、環境負荷量

および環境コス トは、 各過程において推定された処

理コスト、環境負荷量および環境コストを全過程と

して加算することで求められる。
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表-2バンコク首都圏における地域別の

廃棄物発生量

対象地域 地減人口 一般廃棄物発生盆

(人) (ton!year) 

OnNut 1，917，773 985，500 
Nongkhaem 2，583，824 1，314，000 
Tharaeng 1，151，902 985，500 

計- 5，653，499 3285000 

表-3廃棄物発生量に対する組成割合

組成 割合(%)

Food scraps (生ごみ類) I 35.89 

閏T畑 一一一一一--_j------~-~:?_~----
Cloth (布類) I 4.58 
Plastic and foam (プラスチック類・発砲休類) I 20.76 
Leather and rubber (皮類およびゴム類) I 2.ゆ
I Wood and leaves (水類および業類) I 6.59 
I Metal (鉄類) I 2.19 
I Glass (ガラス類) I 5.07 
I Stones and ceramics (石類およびセラミック類) I 0.58 
I Unclassifiable (米分類) I 8.57 

図ー1バンコク首都圏における廃棄物処理流れ

(中継基地施設→埋立処分地)

中継基地施設

収集過程 i中間処理過程!運|般過程|最終処分過程|

図-2想定する廃棄物処理フロー

a)収集過程

収集過程では、対象地域内の廃棄物を各収集地点

から中継基地まで収集および運搬するフローを検討

する。

収集過程における主な作業として、廃棄物の収集

車両は各々対象地域ならびに特定収集日において各



収集地点に廃棄された廃棄物を収集して回る。また、

収集車両は満杯になった時点で-_e.、中継基地まで

廃棄物を運搬する。廃棄物収集車両の収集地点と 中

継基地の往復回数は、各々地域において廃棄物の体

積と収集車両の体積から求め、さらに、収集地点と

中継基地の距離から収集車両の走行距離を推計する。

b)中間処理過程

中間処理過程では、中継基地に集められた廃棄物

を中間処理施設において減量化、減容化および安定

化を目的と した処理を実施するフローを検討する。

なお、中間処理過程においては、資源分別施設、 堆

肥処理施設および焼却処理施設を対象とする。

資源分別施設では、廃棄物中の各々組成において

リサイクノレ可能な組成分に各々リサイクル率を設け

ることで、廃棄物搬入量からリサイクノレ量と処理残

澄量を推計する。さらに、廃棄物搬入量から施設建

設コスト、使用燃料量および使用人員等を推計する。

なお、 リサイクノレ可能な廃棄物が有償である場合に

は、売却益を処理コストに含める。

堆肥処理施設では、堆肥処理可能な廃棄物の分別

率を設け、廃棄物搬入量から堆肥量と処理残誼量を

推計する。さらに、廃棄物搬入量から施設建設コス

ト、使用燃料量および使用人員等を推計し、処理コ

ストならびにCOz、CH4およびN20排出量を推計する。

焼却処理施設では、廃棄物中の各々組成物におい

て灰分率を設けることで、廃棄物搬入量から焼却灰

量を推計する。さらに、廃棄物搬入量から施設建設

コストおよび使用人員等を推計し、処理コストおよ

びCOz排出量を推計する。

c)運搬過程

運搬過程では、 中間処理後の処理残溢を中継基地

から埋立処分場へ運搬するフローを検討する。選択

した中間処理方法によって処理残涯の容積が異なる

ため、中間処理過程と連動して推計を行う。

収集過程と同様に、処理残撞の体積と運搬車両の

体積から中継基地と埋立処分場の往復回数を推計し、

中継基地と埋立処分場の距離から運搬車両の走行距

離を推計する。

d)最終処分過程

最終処分過程では、埋立処分場に搬入された鹿棄

物を自然や生物に害をなさないように最終的な処分

をするフローを検討する。本研究では、主に衛生埋
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表-4設定した排出係数および排出原単位

(a) CO2 

項目 単位
排出係数・

排出原単位

-EA--一一一一ーし一勉.-_ç92~y;'h~___j___~:?2・-一一
ー一塁一旦一一一一一一一一ーし (1也~-Ç_Q~!!-?___一一一一一一一l一 一 3竺・一一
軽油 i (kg-COz/L) I 2.70 
土木工事 I (kg-COz/1，OOO円) I 1.91 

一連警主主一一一一一ーし J!<!笠~ç_Qi_1_~9.29_f31____j一一一一一生竺一一一一
一塾生相笠ーー一一一一一ーし(怯.Ç_Q~!_~担9__1_l_3_~_____]一一一一 1.1 6一一
一一塁一型一一一一一一ー_l____J~g_-_Ç_Q~!_~!g_qQ_1_l_31一一上一一ー・ーー O.竺一_.--­
ー一堕~主一一一一一一ーし一色g:_ç_包!_~!Q-qQ旦?一一一l一一一ー司司令O.空7

一豊里主一一一一_L_j_~g-C9.J._1_!9_q9__I_l_3_~_______j____一一 0.97一一一一一
一盟主FR. ー一一一一一__L_J~塁王Qd!型)一一一一ー l一一 1，0竺一一一浸出水処理薬品 i (kg-COzlm3) I 0.11 

(b) CH4 
項目 ! 単位 | 排出係数

Food (食物類) I (kg司C同Iton) I 4 

同一_~~E竺ー〈塑.~)一___L____~!.9t_Ç~(!?E?一一一一J一一 10 一一ー一
一-921hi空塑1一一一一_J______~聖堂豆町Iton) 一一一--- I-_____--__--_!~_--------
Wood (木類) I (kg司C出Iton) I 10 

-EH」ft1型塑L--LJ区~!9EL___一一一一Lーー一一一旦223 ー一一
_~i1E~_r_}轡更し一一__J____J~~::豆:EAmi--一一一一|一一目o

Cloth (布類) I (kg-CHJtoω I 0.232 
Wood (木類) I (kg-CIもIton) I 0.231 

位N20
項目 | 単位 | 排出係数

--BMJ全型塑}一一一_L__J~~::旦.~Q!!QI?)__一一ーl一一主主一一
一___~i1E~!.__Ç塑璽しー L_____~~_~:~迫Iton) 一一一一_.J_一一一一 0.6

CJoth (布類) I (kg-N20/ton) I 0.6 
Wood (木類) i (kg-N20lton) I 0.6 

立処分、準好気性埋立処分および嫌気性埋立処分を

最終処分方法として検討する。また、埋立処分場へ

の搬入廃棄物の容積を最終処分量とする。

衛生埋立処分では、埋立処分場への廃棄物搬入量

から施設建設コスト、使用燃料量および使用人員等

を推計し、加えて、埋立処分場運転の推計値をもと

に処理コストおよび温室効果ガス排出量を推計する。

準好気性および嫌気性埋立処分では、埋立処分場

への廃棄物搬入量から埋立容積を推計し、浸出水処

理施設規模を推計する。加えて、廃棄物搬入量から

施設建設コス ト、使用燃料量および使用人員等を推

計し、また、埋立処分場運転の推計値をもとに処理

コス トおよび温室効果ガス排出量を推計する。埋立

終了後も数年間管理を行うとし、処理コス トおよび

温室効果ガス排出量を推計し加える。

一方、準好気性もしくは嫌気性埋立処分では CO2お

よびCH4が排出されると仮定する。

表-4は本研究で用いたCOz、CH4およびN20に関す

る排出係数および排出原単位を示しているの， 6). 7)。



表-5設定した価格原単位

(a)価格原単位

項目 | 単位 | 価格原単位
人件費 I (円/人) I 720，000 
電力 i (円IkWh) I 9 

重油 ! (悶IL) I 18 

軽油 I (円ん) I 30 

--豆一塑一一二二二工二三臣五仁二二二コ二二:iE5853Er一
収集車 i (円/台) I 1，666，667 
運搬車 ! (円/台) I 3，333，333 

「野区一一十一-lmpL一一斗--m-
浸出水処理薬品 I (円1m勺 I 6 

(b)売却価格原単位

単位 | 売却価格原単位

また、各々の価格原単位および売却価格原単位は、

バンコク首都圏と 日本の物価の相違 (lbaht=3円)を

考慮、した上、 文献 7)に記載された諸値を引用、なら

び、にバンコク首都圏を対象とした換算を行っている

(表ー5参照)。なお、 LCA-EAモデルの適用におい

て必要となる原単位以外の設定諸量は莫大に及ぶた

め、記述を省略している。ただし、それら設定諸量

は、文献 7)に記載された種々の現場調査ならびに施

設担当者へのヒア リングから得られた推奨値を採用

している。

e)シナリオ設定

本研究では、前項で説明した中間処理過程および

最終処分過程の組合せにより、バンコク首都圏にお

ける廃棄物処理システムのシナリオを数通り設定し、

各々シナリオに伴う処理コス ト、環境負荷および環

境コス トを LCA-EAモデ、ルを用いて評価する。具体的

に、中間処理過程では、 “処理なし"、 “資源分別

施設，¥ “堆肥処理施設，"，¥、 “焼却処理施設

“資源分別施設+堆肥処理施設"およひびや“資源分別

施設+焼却処理施設"の 6通りを設定し、さらに

最終処分過程では、 “衛生埋立処分"、 “準好気性

埋立処分H および“嫌気性埋立処分"の 3通りを仮

定する。また、設定した全シナリオを示した表-6の

とおり、シナリオは各々の組合せにより全 18通り設

定している。なお、中間処理過程において“処理な

じ'および最終処分過程において“衛生埋立処分"

の組合せは、バンコク首都圏における廃棄物処理シ

ステムの現状を最も反映していると考えられるため、

-一
2
-
3
一4
一5
-6
一7
-
8
-
9
一
ω一
日
一
円
以
一
日
一

ω一
行
一
尚
一

η
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表-6シナリオの設定

収集 | 中間処理 | 運搬 | 長終処分
なし

資源分別

堆肥処理 I I 衛生理立
焼却処理 I I 処分

資源分別+堆肥処理

資源分別十焼却処理

なし

資源分別

堆肥処理 | 同 | 準好気性
同一 |一一一一一一一一一一一----1 同一 | 

焼却処理 I ，.， I 埋立処分

資源分別+堆肥処理

資源分BIJ+焼却処理
なし

[二二三曾J語仁二--
堆肥処理 I I 嫌気性埋
焼却処理 I I 立処分

資源分別+堆肥処理

l--蚕涙蚕長IJ平語副主主，J!j!
(備考)シナリオ 1:ベースラインシナリオ

シナリオ 2~18 :対策シナリオ

表-7タイ王国における廃棄物処理に関する

国家政策 ・指針(マスタープラン)

目標 指針

バンコク首都圏における一 収集，運搬，処理および処分

般廃棄物の発生量を， を含む効率的な一般廃棄物の管

1生駒ぜと);I，rにす竺二一 理体制を確立する.
一一一一一一一一一 一 一一一

バンコク首都圏におけるー 一般廃棄物発生量を管理し，

般廃棄物のリサイクル$を， リサイクル・再利用を促進す

15%以上にする. る.

バンコク首都圏における一 一般廃棄物を処理するための

般廃棄物を全て管理し，未処 施設建設・運営において，民営

理廃棄物を 10%以下にする. 活力の導入を促進する.

各地域において衛生的なー 一般廃棄物の監視において，

般廃棄物管理のマスタープラ 民間や市民の参加を促す.

ンの確実に策定し，適切な処

理を実施する.

表-6におけるシナリオ 1をベースラインシナリオと

する。ベースラインシナリオ(シナリオ 1)以外のシ

ナリオは、対策シナリオと呼称する。

バンコク首都圏における廃棄物処理システムの対

策シナリオにおいて、中間処理過程および最終処分

過程を設定することの妥当性は次のように考えられ

る。中間処理過程において、 “資源分別施設"はリ

サイクノレを促進するため、タイ王国のマスタープラ

ン(表ー7参照) 14)と合致する。さらに、 “堆肥処理

施設"は、バンコク首都圏において発生する廃棄物

に占める有機系廃棄物の割合が高いため、 CH4削減が

見込まれると考えられる。また、 “焼却処理施設"

は廃棄物の減量効果が高いため、埋立処分地の延命

化が見込まれる。一方、最終処分過程において、簡
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易な覆土が施された“衛生埋立処分"はバンコク首

都圏の現状を反映している。さらに、 “準好気性埋

立処分"は廃棄物の安定化を促進し、日本でも導入

されている同。また、 “嫌気性埋立処分"は廃棄物

を封じ込めるため、汚染物質の漏洩を防ぎ、 CH4エネ

ノレギーの回収・有効利用が望める。

3.バンコク首都圏における廃棄物処理システム

に対する環境影響評価と環境会計

(1 )シナリオの設定に基づく評価

a)処理コスト

図-3は、各シナリオにおける処理コス トを示して

いる。これより、ベースラインシナリオにおける処

理コストの内訳は、収集過程約 53%、運搬過程約

37%および最終処分過程約 10%である。すなわち、

バンコク首都圏における現状の廃棄物処理システム

では、廃棄物の収集に多くのコストが費やされてい

る結果である。そこで、収集過程における処理コス

トは、廃棄物の収集効率を増大することで抑制でき

る余地があり、 LCA-EAモデノレにおいては収集作業効

率をもパラメーターとして組み込むことが重要で、あ

ると考えられる。

中間処理過程において堆肥処理施設や焼却処理施

設を選択した対策シナリオ(シナリオ 3'"'"'6、9'"'"'12

および 15'"'"'18)では、他の対策シナリオと比較して、

当該施設の建設コストに多額を要するため、全体と

して処理コストが高くなる結果である (図ー3参照)。

ただし、本研究において中間処理施設の建設コスト

として設定した諸値は、バンコク首都圏と日本の物

価の相違 (lbaht=3円)は考慮、しているものの、日本

における当該処理施設のヒアリング調査を基本にし

ている。そのため、バンコク首都圏において中間処

理施設を実際に建設する場合は、建設コスト等が大

幅に異なる可能性があると考えられる。ただし、開

発途上国における中間処理施設の建設は、 他国から

導入する建設技術の選択ならびに経済的支援によっ

てコストを削減することが可能である。そのため、

LCA-EAモデノレでは、建設コストの設定に導入技術の

考慮や、他国の資金援助を考慮する必要がある。

図-3において最終処分過程の種類に応じて処理コ

ス トが異なる要因は、埋立処分地を一定容量に設定

しているため、最終処分量に応じて埋立処分地の使

日収集過程問中間処理過程

図 運粧品程圏最終処分過程
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図-4各シナリオにおける CO2排出量

周年数が異なるためである。

b) CO2排出量

図-4は各シナリオにおける CO2排出量を示してい

る。 これより、中間処理過程として堆肥処理施設や

焼却処理施設を選択した対策シナリオ(シナリオ 3'"'"'

6、9'"'"'12および 15'"'"'18)は、ベースラインシナリオ

ならびに他の対策シナリオと比較して格段に多くの

CO2を排出する。 これは、堆肥処理施設の運転に伴う

電力消費量が多いこと、ならびに焼却処理施設にお
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けるバイオマス由来を除いた廃棄物自体の燃焼によ

るCOz排出量が原因と考えられる。すなわち、各過程

における COz排出量を比較した場合、収集・運搬過程

に比べて、中間処理過程である中間処理施設の建設

や運転によって排出される COz排出量が多い。

c) C凡排出量

図-5は各シナリオにおける CH4排出量を示してい

る。これより、ベースラインシナリオでは、 CH4が約

120，000ton/year排出される結果である。ここで、文

献 16)によると、 1994年度のバンコク首都圏における

廃 棄物関連から 排 出される C出量も同じく約

120，000ton/yearであった。本研究においては、時間

的考慮を含めず最終処分された廃棄物量から発生す

る全 CH4排出量を推計しているため、一概に両者を比

較することはできないものの LCA-EAモデルによる

推計は、概ね確からしい値であることが考えられる。

中間処理過程において焼却処理施設を選択した対策

シナリオ(シナリオ4、6、10、12、16および18)は、

CH4排出削減量が大きく、廃棄物を無害化する効果が

ある(図ー5参照)。さらに、最終処分過程において

は準好気性埋立(シナリオ 7~ 12) の CH4排出削減効
果が顕著である。一方、 嫌気性埋立(シナリオ 13~

18)では CH4排出量が多く推計されているが、CH1は

エネノレギーと して回収利用できる可能性も有してい

るため、今後は LCA-EAモデノレに C凡をエネルギーと

して利用することも考慮する必要がある。

d)温室効果ガス排出量

図-6は各シナリオにおける温室効果ガス排出量を

示 している。ここで、 温室効果ガス排出量とは、各

シナリオにおいて排出されるCOz、CH1およびNzO量に

関する COz換算で、の総和で、ある。なお、 CH4およびNzO

に対する COz換算には、各々の温暖化係数が 21およ

び 310であることを用いている。図-6より 、ベース

ラインシナ リオは他の対策シナリオと比較して、多

量の温室効果ガスを排出している。なお、 COzのみの

排出では、焼却処理施設を選択した対策シナリオ

(シナリオ4、6、10、12、16および 18)が最も COz

排出量が多い結果であったが、温室効果ガス排出量

としてはベースラインシナリオが他の対策シナ リオ

と比べ多い結果である。これは、ベースラインシナ

リオにおいて排出される CH4に関する COz換算排出量

が、例えば焼却処理施設を選択した対策シナリオに

-8 -

~L 
2 
3 
4 
5 
6 
7 

4可 8
コ 9
ト 10
" 11 
12 
13 
14 
15 
16 
17 
18 。

日収集雌図中間処理過程

図運搬過程闘最終処分過程

】〈一一寸
ベースヲインシナリオ

50 100 

CH4t1~出量 [x 1 03 ton-CI-{みe町]

図-5各シナリオにおける CH4排出量

〆、L
2 
3 

4 
5 

6 
7 

'R 8 
ロ 9
十 10
'，> 11 

12 
13 
14 
15 
16 
17 
18 

ロ収集過程問中間処理過程

図 運織過程随最終処分過程

※温室効果ガス ~CO2 + 21xCH， + 310xN20 

1000 1500 2000 2500 3000 

?艮室効果ガス排出盆 [xI03 ton胴CO/yearJ

図-6各シナリオにおける温室効果ガス排出量

おいて排出されるCOz排出量よりも多いためである。

よって、地球温暖化に対する影響の観点で各シナリ

オを評価した場合、バンコク首都圏における現状の

廃棄物処理システム(ベースラインシナリオ)では

祖暖化に対する影響が大きく、何らかの処理処分を

採用した対策シナ リオの方が、温暖化に対する影響

を比較的低減するととができると推測される。

なお、ベ ー スラ イ ンシナ リオでは約



3，000，000ton/yearの温室効果ガスが排出されている

(図-6参照)。ここで、バンコク首都圏の人口を

6，000，000人と仮定した場合、 1人あたり約

500kg/yearの温室効果ガスを排出していることに相

当する。 一方、一般廃棄物処理に関連して排出され

た温室効果ガス排出量 (2007年度調査)11)を用い、

日本における 1人あたりの温室効果ガス排出量を推

計すると、約 77kg/yearである。すなわち、バンコ

ク首都圏における現状の廃棄物処理システムは、日

本と比べて環境負荷が大きい。

e)最終処分量

図ー7は各シナリオにおける廃棄物の最終処分量を

示している。これより、最終処分量は中間処理の選

択によって対策シナリオ間で大きく異なる。中間処

理過程において焼却処理施設を選択した対策シナリ

オ(シナリオ4、6、10、12、16および 18)では、廃

棄物の減量効果が特に大きいため、ベースラインシ

ナリオと比較した場合、最終処分量に関して約 87弘の

削減効果を有する。また、他の中間処理過程を選択

した対策シナリオにおいても、ベースラインシナリ

オに対して最終処分量の削減効果を有する。

f)環境負荷量

各シナリオにおける温室効果ガス排出量と最終処

分量との相関を環境負荷量として定義し、図-8は各

シナリオにおける温室効果ガス排出量と最終処分量

を示している。なお、環境負荷量は、図-8において

各プロットの原点からの距離として表現される。こ

れより、何らかの対策シナリオを講じることで、環

境負荷量はベースラインシナリオと比較して削減さ

れる。特に、中間処理過程として焼却処理施設を選

択した対策シナリオは、温室効果ガスならびに最終

処分量ともに高い削減効果を示す。また、焼却処理

施設を選択した対策シナリオでは、焼却処理後の残

澄から CH1が発生しないと仮定しているため、最終処

分過程の違いに伴う対策シナリオ聞のばらつきも少

ない。

(2)環境コストに基づく評価

a) トータルコス トによる評価

各シナリオにおけるトータノレコス トとは、処理コ

ストと環境負荷量を貨幣換算した環境コス トの総和

として定義している。図-9は各シナリオにおけるト
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温室効果ガス排出量の関係

ータルコス トを示している。これより、中間処理過

程と して堆肥処理施設、ならびに最終処分過程とし

て衛生埋立処分を選択したシナリオ(シナリオ 3お

よび 5)を除き、全ての対策シナリオはベースライン

シナリオと比較して トータノレコス トを削減すること

ができる。ここで、各シナリオを処理コストのみで

評価する場合には、図-3で示されたとおり、ベース

ラインシナリオにおける処理コストが最も安価であ

った。しかしながら、処理コストと環境コストの総

和である トータルコス トに基づく評価では、対策シ

ナリオの選択がトータノレコス トの低減に効果的であ

る。よって、廃棄物処理システムにおける中間処理
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過程ならびに最終処分過程等、対策シナリオの導入

は処理コス トを要するものの、環境コス トを削減す

ることができる。 換言すれば、 トータルコストにお

ける環境コス トの占める割合が大きいため、対策シ

ナリオの導入は トータノレコス トの低減に有効である。

図-9において、中間処理過程として資源分別施設、

ならびに最終処分過程として準好気性埋立を選択し

た対策シナリオ(シナリオ 8)は、 トータルコストを

最も削減できる。また、中間処理過程において焼却

処理施設を選択した対策シナリオ(シナリオ 4、6、

10、12、16および 18)は、比較的多額な処理コス ト

を要するものの環境コストの大幅削減に効果的であ

り、 トータノレコストにおいても環境コスト削減の効

果が現れる。さらに、最終処分過程においては埋立

処分方法に伴う処理コストと比較して、衛生埋立処

分地における未処理の廃棄物に起因する環境コスト

が高い。

b)タイ王閏におけるマスタープランとの比較

タイ主国における「第 9期国家経済社会発展計

画J (2002年)では、廃棄物発生量の抑制を最優先

事項の 1っと して掲げている(表-7参照)刊。そこ

で 、バンコクの廃棄 物発生量が、現状の

9，000ton/dayから 8，000ton/d旬、 7，000ton/dayおよ

び 6，000ton/dayに抑制される場合を想定し、廃棄物

発生量が廃棄物処理システムの トータルコス トに及

ぼす影響を評価する。

図-10は、ベースラインシナリオにおいて廃棄物

発生量が抑制した際のトータノレコス トを示しており、

対策シナリオにおけるトータルコス トも付記してい

る。これより、マスタープランに従った廃棄物発生

量の抑制は、 トータルコストの削減に効果的である。

一方、現状の廃棄物発生量 (9，000ton/day)におい

て中間処理過程ならびに最終処分過程の導入を想定

する対策シナリオは、マスタープランに掲げられた

廃棄物発生量が抑制されたベースラインシナリオ

(例えば、廃棄物発生量 8，000ton/day) と比較して、

トータルコストを同程度まで抑えられる結果である。

すなわち、廃棄物処理システムに対する処理コスト

からの評価では、廃棄物発生量の抑制を掲げるマス

タープランが有効な手段の lつであるものの、未処

理の廃棄物に起因する環境負荷が大きい。よって、

廃棄物発生量を抑制することは重要な政策の 1つで
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あることに違いないが、廃棄物処理の最終目標であ

る処理コスト、環境負荷ならびに環境コストの低減

の観点においては、現状の廃棄物処理システムに対

して何れかの対策シナリオを導入することが望まし

し、。

c)環境効率による評価

一般的に環境効率は杜会的便益/環境負荷で表さ
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図-11ベースラインシナリオに対する

各シナリオの環境効率

れ、環境負荷を最小化しつつ価値を最大化する考え

方を意図したものである。なお、環境効率に関する

統一的な基準は確立されていないものの、企業活動

を決定する指標の lっとして環境効率の概念は注目

されている則。

本研究では社会的便益を対策シナリオとベースラ

インシナリオとの トータルコス トの差、および環境

負荷を対策シナリオにおける環境コス トとして設定

し、ベースラインシナリオに対する各々対策シナリ

オの環境効率(=社会的便益/環境負荷)を求めて

いる。国一11は各シナリオにおけるベースラインシ

ナリオに対する環境効率を示している。これより、

バンコク首都圏における廃棄物処理システムへの対

策シナリオの導入は、現状のベースラインシナリオ

に対して環境効率を有することが確認できる。特に、

最終処分過程において準好気性埋立処分を選択した

対策シナリオ(シナリオ 7"-'12)の環境効率が高い。

さらに、中間処理過程として資源分別を選択したシ

ナリオ(シナリオ 8)の環境効率は、想定した全対策

シナリオの中で最も高い環境効率を示している。す

なわち、中間処理過程として資源分別、ならびに最

終処分過程として準好気性埋立処分を選択した対策

シナリオは、処理コストおよび環境コス ト削減の両

観点においてバランスが良いことを示している。 一

方、最終処分過程として衛生埋立処分や嫌気性埋立

処分を選択した対策シナリオでは、中間処理過程に

おいて焼却処理施設を選択した対策シナリオ(シナ

リオ4、6、16および 18)の環境効率が比較的高い。

以上より、廃棄物処理システムに対する環境効率は、

収集過程、中間処理過程および最終処分過程の各々

過程において独立的に決定される指標でなく、各々

過程の組合せによる廃棄物処理システム全体の包括

的な環境経済性として表わされる。

4.おわりに

本研究では、バンコク首都圏における現状の廃棄

物処理システムならびにシナリオとして想定した廃

棄物処理システムに対して、 LCA-EAモデ、ノレを適用し、

処理コス ト、環境負荷ならびに環境コス トを定量的

に評価した。得られた成果は以下のとおりである。

(1)バンコク首都圏における現状の廃棄物処理システ

ムでは、廃棄物の収集に多くの処理コス トが費や

されている。

(2) CO2排出は焼却処理施設を選択した対策シナリオ

が最も多いが、温室効果ガス排出量 (C02、CH4お

よび N20の総排出量)としてはベースラインシナ

リオが対策シナリオと比較して多い。

(3)廃棄物処理システムにおける中間処理過程ならび

に最終処分過程等、対策シナリオの導入は処理コ

ストを要するものの、環境コストを削減すること

ができる。さらに、 トータノレコストにおいて環境

コス トの占める割合が大きいため、対策シナリオ

の導入はトータノレコストの低減に有効である。

(4)バンコク首都圏において廃棄物発生量を抑制する

ことは重要な政策の 1つで、あることに違いないが、

廃棄物処理の最終目標である処理コスト、環境負

荷ならびに環境コストの低減の観点においては、

現状の廃棄物処理システムに対して何れかの対策

シナリオを導入することが望ましい。

(5)バンコク首都圏における現状の廃棄物処理システ

ム (ベースラインシナリオ)に対して、対策シナ

リオの導入は環境効率を向上する。

本研究の課題として、廃棄物処理は長期において

継続されるため、時間の経過に伴う環境負荷ならび

に環境影響領域の変化を考慮する必要があると考え

られる。よって、今後は、より長期間において LCA-

EAモデル評価を実施し、環境影響に対する時間的な

要因を考察する必要がある。
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Environmental Economics based on Environmental Assessment and Accounting for 

Waste Management in Bangkok， Thailand 

By Shinya INAZUMI， Hiroyasu OHTSU， Tomoki SHIOTANI， Takeshi KATSUMI and Kazutoshi ISHIlくAWA

[t is very important that waste should be controlled and appropriately handled in a wastc treatment system in 

consideration of its impact on the environment. This study quantitatively evaluates the current waste treatment 

system and respective countermeasures based on impacts on reducing the environmental load to solvc waste 

treatment problems in Bangkok， Thailand. As a rcsult of this study， it showed that in the current waste treatment 

system in Bangkok， the carbon dioxide and methane gases contribution to greenhouse was large. The study was able 

to provide the reduction effect of environmental load quantitatively in the countermeasure scenarios using the 

baseline scenario as a standard. 
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